
（様式1）          研究事業評価調書（平成21年度）     平成21年12月25日作成 

事業区分 戦略プロジェクト研究 研究期間 平成２２年度 ～ 平成２４年度 評価区分 事前評価 

環境と調和した持続可能な農業・水産業の実現に資する研究 研究テーマ名 

 

（副 題） （閉鎖性水域と流域圏を含めた良好な物質循環の形成に資する技術開発） 

主管の機関・科（研究室）名 

研究代表者名  

科学技術振興局      科学技術振興課       吉原直樹 

環境保健研究センター  環境科               川口 勉 

窯業技術センター     研究開発科           高松宏行   

総合水産試験場      栽培漁業科            村瀬慎司 

農林技術開発センター   土壌肥料研究室      藤山正史 

〃           作物研究室         渡邉大治 

〃           馬鈴薯研究室          中尾 敬 

＜県長期構想等での位置づけ＞ 

ながさき夢・元気づくりプラン 
（長崎県長期総合計画 

後期5か年計画） 

Ⅱ 競争力のあるたくましい産業の育成 
５  明日を開く産業育成プロジェクト（5-②） 
６  農林水産業いきいき再生プロジェクト（6-②）  
Ⅲ 安心で快適な暮らしの実現 

８  環境優先の社会づくりの推進プロジェクト（8-④） 

長崎県科学技術振興ビジョン 
（１）豊かな生活環境の創造   （必要性） 地域ニーズ主導による推進 

（２）活力ある産業社会実現   （必要性） 地域ニーズ主導による推進 

長崎県環境基本計画 

長崎県農政ビジョン 

長崎県水産業振興計画 

良好な流域環境と豊かな海づくり 

地域の特性を生かした産地づくりによる生産の維持、拡大 

資源を育む海づくり（漁場の安定） 

１ 研究の概要(100文字) 

閉鎖性水域や流域圏の良好な物質循環を形成するため、農業・水産業を軸とした新たな栽培技術開発や自

然生態系の営みを活用した環境修復技術を体系化して確立する。（99文字） 

研究項目 

Ⅰ背後地における農地管理技術等の開発に関する研究   

Ⅱ新干拓地内での水質浄化と資源循環利用技術の開発に関する研究 

Ⅲ有用水産生物を利用した閉鎖性水域の環境改善手法の開発に関する研究  

２ 研究の必要性 

１） 社会的・経済的背景及びニーズ 

閉鎖性水域の水質保全対策は流域圏の生活排水や工場排水等の流入する汚濁物質の削減対策により計画

的に進められているが、水域自体の自然生態系を包含した保全対策として取組むことが必要とされている。 

特に、大村湾では昭和 49 年より水質保全対策を図ってきており、水質は改善傾向にあるものの湾内の水産

生物は減少していることから湾内の物質循環を加味した水産資源の回復のための環境修復対策が必要とされ

ている。また、平成 9 年に創出された諫早湾干拓調整池（いさはや新池）では、調整域内の巻き上げ対策に加

え周辺流域にある農地（水田・畑地）からの農業排水対策も必要とされている。 

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 

水環境保全のための各種取組みは国、他県、市町で実施されている。 

農業、水産業の振興を軸とした栽培･農地管理技術と自然生態系を活用した環境修復の技術を確立し、閉鎖

性水域と流域圏の良好な物質循環形成するモデルとして長崎から発信することにより、他地域における環境

改善の取組みに利用・実施される可能性は高い。 

３ 効率性（研究項目と内容・方法） 

研究 

項目 
研究内容・方法 活動指標  

Ｈ
22

Ｈ
23

Ｈ 
24 

Ｈ 
25 

Ｈ 
26 

単位 

目標   2   
Ⅰ 

水田・畑地（背後地）からの濁水流出や土壌流

亡防止技術開発と効果検証 

農地管理技術開

発 実績      
技術 

目標   4   
Ⅱ 

大規模農場（新干拓地内）での水質浄化と資

源循環利用技術の開発 

浄化、循環利用

技術開発  実績      
技術 



目標   1   
Ⅲ 

有用水産生物（ナマコ）を利用した閉鎖性水域

の環境改善手法の開発に関する研究 

有用水産生物を

活用した環境修

復技術開発 
実績      

手法 

１） 参加研究機関等の役割分担 

Ⅰ 背後地における農地管理技術等の開発 

農業技術開発センター  水田、畑地からの土壌・濁水流出防止技術 

Ⅱ 大規模農場（新干拓地内）での資源循環利用と水質浄化技術の開発 

農林技術開発センター  水生植物等を活用した排水路の窒素回収、遊水池水の循環利用 

窯業技術センター     リン回収資材による未利用資源の回収効果や再利用方法の検討 

環境保健研究センター  遊水池の浄化について自然生態系の活用効果を検証 

Ⅲ 閉鎖性水域における有用水産生物等を活用した環境修復技術の開発 

総合水産試験場        効果的な幼生採取方法、放流手法の開発 

環境保健研究センター  有用水産生物の幼生の移動や物質循環に関する評価 

２） 予算 
 

財源 
研究予算 
（千円） 

計 
（千円） 

人件費 
（千円） 研究費 

（千円） 国庫 県債 その他 一財 
全体予算    
22年度    
23年度    
24年度     

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 

（研究開発の途中で見直した事項） 

４ 有効性 

研究 

項目 
成果指標 目標 実績 

Ｈ
22

Ｈ
23

Ｈ
24

Ｈ
25

Ｈ
26

得られる成果の補足説明等 

Ⅰ 
農地等管理技術マ

ニュアル策定 
1     ○   

水田や畑地からの流入負荷削減と農業従事者の
作業効率や負担経費を改善する 

Ⅱ 
浄化・循環利用技術

ガイドライン策定 
1     ○   

新干拓地内の農地から排出される水・栄養分の
再利用 

Ⅲ 

閉鎖性水域の環境

修復マニュアルの策

定 

1    ○   
有用水産生物による海水中の栄養（有機物）回
収、漁業者による海の環境保全と水産資源の管
理技術の提供 

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 

閉鎖性水域の水質浄化に即効性がある技術ではないが、持続可能な農業・水産業の環境を配慮した栽培・ 

農地管理技術の開発と有用資源（リン）の回収技術開発、水生植物による水質浄化手法等を組み合わせた 

閉鎖性水域と流域圏を含めた良好な物質循環による環境修復のシステムとしては優位性がある。 

 

２）成果の普及 

■研究成果の社会・経済への還元シナリオ 

  行政部局との連携による事業者（農業者・漁業者）等への技術普及 

 

 

■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み 

経済効果：生産性の向上と栽培・農地管理技術による低コスト化技術の提供。 

社会効果：周辺住民の閉鎖性水域に対する水質保全の取組み意識・行動の向上。 

 

 

（研究開発の途中で見直した事項） 

 



（様式２）                 研究評価の概要 

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

 

 

事 

 

前 

（21年度） 

評価結果 

(総合評価段階： A ) 

・必 要 性 S 

 

閉鎖性水域の環境保全の課題については、県行政

サイドから課題解決のための技術的支援の要望があ

がっており、取組む必要性が高い。また、閉鎖性水域

の流域圏も含めた県の一次産業である、農業・水産業

の持続的な振興を軸に環境改善の技術開発を行う必

要性が高い。 

 

・効 率 性 A 

各研究機関の強みとする技術を組み合わせ、さら

に行政部局と連携を図りながら研究を進めることから

効率的である。 

 

 

 

・有 効 性 A 

開発・改善する技術は、即効性のあるものではない

が、農業・水産業と調和した環境修復技術であるた

め、行政部局との連携による普及の可能性が高く、現

場における持続的な取組みが期待できる。 

 

・総合評価 A 

閉鎖性水域の環境に関する課題を解決し、流域の

産業の持続的な発展を支えるため、栽培・農地管理技

術や自然生態系を活用した環境修復技術を確立する

重要な研究である。 

（21年度） 

評価結果 

(総合評価段階： B ) 

・必 要 性 A 

 

閉鎖性水域の大村湾、諫早干拓地の調整池・遊水池

の水質改善を行う必要性は認められるが、戦略プロ

ジェクト研究で取組む閉鎖性水域の問題点や研究課

題の設定が必要十分か精査する必要がある。 

 

 

 

・効 率 性 B 

 各開発技術の数値目標を明確にし、年度毎の実施

内容と目標を検討する必要がある。個別の研究結び

つきが不鮮明である。大学等に蓄積された知見等を

参考にするほか、有識者の指導を仰ぎ効率的に研究

を進められたい。 

 

・有 効 性 B 

閉鎖性水域の水質浄化に対して、長崎県が有する

さまざまな技術を多面的に導入して取り組むのは、優

位性がある。しかし研究成果がどのような効果をもた

らすのか経済効果も含め検討する必要がある。 

 

・総合評価 B 

研究の目標から直接的な効果に至る道筋が明確で

ないため、それぞれの研究がばらばらで独立してい

るように見受けられるので、そのつながりや目標等を

明確にして欲しい。研究開発する技術の数値目標、適

用時の効果、研究スケジュール等について、具体的

な計画にして欲しい。 

 対応 対応 

下記の対応を委員会に説明し、当研究について了

承を得た。 

①研究が目指す目標、成果の受け渡し先、直接的な

効果に至る筋道等について、図式等を活用して明

確にした。 

②数値目標、適用時の効果、年次計画等の具体的

な計画を示した。 

 

 

途 

 

中 

（23年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

（23年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 



  

・有 効 性 

 

・総合評価 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 

 

 

事 

 

後 

（25年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（25年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 

 
■総合評価の段階 
平成２０年度以降 
（事前評価） 
Ｓ＝積極的に推進すべきである 
Ａ＝概ね妥当である 
Ｂ＝計画の再検討が必要である 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげており、継続すべきである 
Ａ＝計画どおり進捗しており、継続することは妥当である 
Ｂ＝研究費の減額も含め、研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究を中止すべきである 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげた 
Ａ＝概ね計画を達成した 
Ｂ＝一部に成果があった 
Ｃ＝成果が認められなかった 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


